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新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業）実施要領 

 

（目的） 

第１条 この実施要領は、社団法人日本皮革産業連合会（以下「連合会」という。）の皮

革産業基盤強化特別振興事業業務方法書（以下「業務方法書」という。）第９条に基づ

く新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業）（以下「助成事

業」という。）の実施に必要な方法を定め、もって当該事業の適正かつ円滑な運用を図

ることを目的とする。 

 

（事業の目的） 

第２条 助成事業は、業務方法書に基づき、国際的な経済環境の変化に対応し所要の調整

を行う皮革産業及び革靴産業の基盤強化に係る事業を実施することにより、経営安定化

及び事業多角化を図り、皮革産業及び革靴産業の健全な発展に寄与することを目的とす

る。 

なお、助成事業は、日本製の皮革・皮革製品を開発し、国際競争力を高めるため、皮

革業界として新規性のある商品開発・技術開発に共同で取り組む事業（以下「共同事業」

という。）の一部を助成することにより、皮革・皮革製品関連企業による売れる商品づ

くりやブランド構築の実現を目指すものとする。 

 

 （助成金交付の対象等） 

第３条 連合会は、共同事業に必要な経費（以下「助成対象経費」という。）について、

予算の範囲内において助成金を交付する。 

２ 助成金の額は、前項に規定する助成対象経費に２／３以内の助成率を乗じて得た額と

し、５００万円を限度とする。 
３ 助成事業の期間は、助成金の交付決定の日から当該年度末までとする。ただし、当該

助成制度について、２年間連続して行う必要があると認められる場合については、２年

目についても交付の申請を行うことが出来る。 

４ 共同事業における参加企業は、共同事業の代表者となる事業者（以下、「代表企業」

という。）を含む４社以上とする。 

５ 助成対象者が、当該皮革業界及び地域の中で新規性、独自性等がある皮革・皮革製品

の開発または同技術開発を行うための共同事業を助成対象とする。なお、製品及び技術

開発のため事前に行う市場調査の費用は認めるが、製造・開発後の販路開拓の費用につ

いては対象外とする。 

６ 代表企業が行う事業に限らず、他の共同事業者が行う事業についても代表企業が行う

事業として助成対象とすることができる。なお、代表企業以外が支出する場合は、支出

する者が立替払を行い、その後、代表企業に立替払の請求を行うものとする。 

７ 助成対象経費は別表のとおりとする。 

 
 （交付の申請） 

第４条 代表企業は、助成金の交付を受けようとするときは、様式第１による助成金交付

申請書に連合会会長（以下「会長」という。）が定める書類を添え、連合会に提出しな
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ければならない。 

２ 代表企業は、前項の助成金の交付の申請をするに当たって、当該助成金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相

当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税

額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下「消費税等仕入

控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時におい

て消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

 （交付決定の通知） 

第５条 連合会は、前条の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容

を審査し、次の各号の全てを満たすため、助成金を交付すべきものと認めたときは、交

付の決定を行い、代表企業に対し、様式第２により通知するものとする。 

一 皮革産業の振興、活性化に寄与する事業であること 

 二 事業の計画及び方法がその目的を達成するために適切であり、かつ十分な成果を期

待しうる事業であること 

 三 事業の予想する成果が、特定の企業の利益にのみ寄与する事業でないこと 

 四 共同して行い若しくは共同して適当と認められる機関等に委託して行う事業である

こと。ただし、全てを委託して行う事業でないこと 

 五 国の補助事業の対象となる事業でないこと 

 六 助成は単年度を基本とすること 

２ 連合会は、第４条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、事業

費に係る消費税等仕入控除税額について、助成金の額の確定において減額を行うことと

し、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

３ 連合会は、前項の通知に際して必要な条件を付することができる。 

 

 （申請の取り下げ） 

第６条 代表企業は、助成金の交付決定の通知を受けた場合において、交付決定の内容又

はこれに付された条件に不服があり、助成金の交付の申請を取り下げようとするときは、

当該通知を受けた日から１０日以内に連合会に書面をもって申し出なければならない。 

 

 （助成事業の経理等） 

第７条 代表企業は、当該助成事業の経理については、帳簿及びすべての証拠書類を備え、

他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければな

らない。 

２ 代表企業は、前項の帳簿及び証拠書類を助成事業の完了（廃止の承認を受けた場合を

含む。）の日の属する年度の終了後５年間、連合会の要求があったときは、いつでも閲

覧に供せるように保存しておかなければならない。 

 

 （計画変更の承認等） 

第８条 代表企業は、次の各号の一に該当するときは、あらかじめ様式第３による申請書
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を連合会に提出して、その承認を受けなければならない。 

 一 助成対象経費の区分ごとに配分された額を変更しようとするとき。ただし、各配分

額の１０パーセント以内の流用増減を除く。 

 二 助成事業の内容のうち様式第１に定める事業内容を変更しようとするとき。ただし、 

前号又は次号に該当するときを除く。 

 三 助成事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 連合会は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又

は条件を付することができる。 

 

 （契約等） 

第９条 代表企業は、助成事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、

一般の競争に付さなければならない。ただし、助成事業の運営上、一般の競争に付すこ

とが困難若しくは不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約をすることがで

きる。 

２ 代表企業は、助成事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようと

する場合は、この要領の各条項を内容とする実施に関する契約を締結し、連合会に届け

なければならない。 

 

 （事故の報告） 

第１０条 代表企業は、助成事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる

場合又は助成事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに様式第４による事故

報告書を連合会に提出し、その指示を受けるものとする。 

 
 （状況報告） 

第１１条 連合会は、助成事業の遂行及び収支の状況について、必要があるときは報告を

求めることができる。 

２ 代表企業は、前項の報告を求められたときは、速やかに連合会に報告しなければなら

ない。 

 

 （実績報告） 

第１２条 代表企業は、助成事業が完了したとき（助成事業の廃止の承認を受けたときを

含む。）は、その日から起算して３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日いずれか

早い日までに様式第５による実績報告を連合会に提出しなければならない。この場合に

おいて、やむを得ない理由によりその日までに提出が困難となったときは、連合会の承

認を受けなければならない。 
２ 代表企業は、前項の実績報告を行うに当たって、事業費に係る消費税等仕入控除税額

が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

 （助成金の額の確定等） 

第１３条 連合会は、前条の報告を受けた場合には、その報告書の内容を審査し、必要に

応じ現地調査等を行い、その報告に係る助成事業の実施結果が助成金の交付決定の内容
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及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し代表

企業に通知する。 

２ 連合会は、交付すべき助成金額を確定した場合において、すでにその額を超える助成

金が交付されているときは、その超える部分の助成金の返還を命ずることができる。 

３ 前項の助成金の返還期限は、確定の通知の日から２０日以内とし、期限内に納付がな

い場合は、その未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５

パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

 （助成金の支払） 

第１４条 助成金は、前条の規定により交付すべき助成金額を確定した後に支払うものと

する。ただし、必要があると認められる経費については、助成金の交付決定の後に概算

払をすることができる。 
２ 代表企業は、前項の規定により助成金の支払いを受けようとするときは、様式第６に

よる請求書を連合会に提出しなければならない。 

 

 （消費税等仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還） 

第１５条 代表企業は、助成事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により助成金に

係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、様式第７により速やかに連合会に報告

しなければならない。 

２ 連合会は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部

の返還を命ずる。 

３ 第１３条第３項の規定は、前項の返還の規定について準用する。 

 

  （交付決定の取消し等） 
第１６条 連合会は、第８条第１項第３号の助成事業の全部若しくは一部の中止若しくは

廃止の申請があった場合又は次の各号の一に該当する場合には、第５条第１項の交付の

決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更することができる。 

  一  代表企業等が、法令、定款、業務方法書若しくは本実施要領等又は法令、定款、業
務方法書若しくは本実施要領等に基づく連合会の処分若しくは指示に違反した場合 

  二 代表企業等が、助成金を助成事業以外の用途に使用した場合 
  三 代表企業等が、助成事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 
  四  交付の決定後生じた事情の変更等により、助成事業の全部又は一部を継続する必要

がなくなった場合 

２  連合会は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する助
成金が交付されているときは、期限を付して当該助成金の全部又は一部の返還を命ずる。 

３  連合会は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、その
命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５パーセ

ントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４  第２項に基づく助成金の返還については、第１３条第３項の規定を準用する。 
 

 （財産の管理等） 
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第１７条 代表企業は、助成事業対象経費（助成事業の一部を第三者に実施させた場合に

おける対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」

という。）については、助成事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理

し、助成金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 代表企業は、取得財産等について、様式第８による取得財産等管理台帳を備え管理し

なければならない。 

３ 代表企業は、当該年度に取得財産等があるときは、第１２条に定める報告書に様式第 
８による取得財産等明細表を添付しなければならない。 

４ 連合会は、団体が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれ

るときは、その収入の全部若しくは一部を連合会に納付させることができる。 

 

 （財産の処分の制限） 

第１８条 取得財産等のうち、会長が定める処分を制限する財産は、取得価値又は効用の

増加価格が単価３０万円以上の機械、装置、器具、備品及びその他の財産とする。 

２ 会長が定める財産の処分を制限する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年大蔵省令第１５号）を準用する。 

３ 代表企業は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限された取得財

産等を処分しようとするときは、あらかじめ、連合会の承認を受けなければならない。 

 

（産業財産権等に関する届出） 

第１９条 代表企業は、助成事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権 

又は意匠権等（以下「産業財産権等」という。）を助成事業の完了した日の属する会計 

年度の終了後５年以内に出願し、若しくは取得した場合又はそれらを譲渡し、若しくは 

実施権を設定した場合には、遅滞なく様式第９による産業財産権等取得届出書を連合会

に提出しなければならない。 

 

 （実施要領の変更） 

第２０条 この実施要領を変更するときは、理事会の議決を経たのち、大臣の承認を受け

なければならない。 
 

 （業務の運営に関する必要な事項） 

第２１条 この実施要領に定めるもののほか、業務の運営に関する必要な事項は、必要に

応じて、審査委員会及び総務委員会の意見を聴いて、会長がこれを定める。 

 

   附 則 

 この実施要領は、平成２３年７月２６日から施行する。 
附 則 

 この実施要領は、平成２４年４月１２日から施行する。
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別 表 
 

  助成対象経費一覧 

 

経費区分 内   容 

謝    金 委員謝金及び専門家謝金 

旅    費 委員旅費、専門家旅費及び職員旅費 

研究開発 

事 業 費 
原材料費、機械装置又は工具器具の購入，製作，改良，据付け，

借用，保守又は修繕に要する経費、試作品等の設計（デザイン

を含む。）,製造, 改良, 加工, 実験, 分析に要する経費、産業財
産権等の取得に要する経費、外注費、技術コンサルタント料 

事 業 費 会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借

料又は損料、調査研究費、消耗品費、雑役務費、市場調査費 

委 託 費 研究開発事業及び市場調査事業の一部を委託する経費 
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様式第１ 

平成  年  月  日 

 

社団法人 日本皮革産業連合会 

   会 長      氏  名    殿 
 

 

                 申請者  住   所 

                      代表企業名 

代表者氏名                        印 
 

 

平成  年度新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業） 

助成金交付申請書 

 

 

新製品・新技術開発助成事業実施要領第 4 条の規定に基づき、上記助成金の交付につい
て、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 １． 助成事業の名称 

 ２． 助成事業の目的及び内容 

 ３． 助成事業の効果 

 ４． 助成事業に要する経費の額 

 ５． 助成対象経費の額 

 ６． 助成金交付申請額 

 ７． 助成事業の開始及び完了予定日 
 
（添付書類） 

①事業計画書（別紙１） 

②経費明細表（別紙２） 

③代表企業の過去２年間の貸借対照表、損益計算書 
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別紙１ 

 
事業計画書 

 

１．申請者の概要 

名  称： 

役職名及び代表者名： 

住  所： 

電話番号： 

FAX番号： 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： 

役職名及び連絡者名： 

資本金 

出資金 
     千円 従業員     人 

 

主たる 

業 種 

 
設立年月日 年 月 日 

２．助成事業名称 

 

３．助成事業実施の目的 

 

 

４．具体的な助成事業の内容（参加企業の役割分担も記載すること。） 

 

 

 

５．助成事業の効果 

 

６．当該年度事業実施スケジュール（実施内容及び実施時期を記載） 

 

 

７．助成金又は委託費等の交付を受けた実績（過去５年間の実績）及び本助成事業に

関わる内容で当該年度の他の助成金又は委託費等への申請（予定を含む）状況 

 

 

 ※代表企業以外の共同参加企業についても、上記 1．申請者の概要を添付すること。 
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別紙２ 
経費明細表 

①経費区分内訳 
  （単位：円） 

経費区分 
助成事業に 
要する経費 

助成対象経費 
助成金 

交付申請額 
積算基礎 

謝  金  

旅  費  

研究開発 
事 業 費 

 

事 業 費  

委 託 費  

合 計  

（注１）消費税及び地方消費税は、原則として助成対象経費とはならないので注意

して下さい。 
（注２）「経費区分」とは実施要領に記載の助成対象経費をいう。 
（注３）「助成事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するに必要な経費をいい、

消費税及び地方消費税を加算した額をいう。 
（注４）「助成対象経費」とは、「助成事業に要する経費」のうちで、消費税及び

地方消費税を控除した経費をいう。 
（注５）「助成金交付申請額」とは、「助成対象経費」のうちで助成金の交付を希

望する額で、その限度は「助成対象経費」に２／３助成率を乗じた額にし、５

００万円を限度とする。 
（注６）積算基礎は、必要に応じて内容が分かる書面を添付するなど詳細に記入す

ること。 

 

②助成事業に要する経費の調達方法 

 

区分  助成事業に要する経費 (円 )  

自己資金  

借入金  

助成金  

その他  

  

合計額  
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様式第２ 
番         号 
平成  年  月  日 

 

申請企業名 

   代表者   氏  名  殿 
 

 

社団法人 日本皮革産業連合会 

会長     氏  名    印 
 

 

平成  年度新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業） 
助成金交付決定通知書 

 

 

 平成 年  月  日付け第   号をもって申請のありました上記の件については、

新製品・新技術開発助成事業実施要領第５条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付す

ることに決定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１． 交付の対象となる助成事業及び内容は、平成  年  月  日付け  第   号 

    をもって申請のあった平成  年度新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品も
のづくり支援事業）助成金交付申請書に記載のとおりとする。 

 

２． 助成事業に要する経費、助成対象経費及び助成金の額は次のとおりとする。 

              助成事業に要する経費の額      円 
       助成対象経費の額                円 
              助成金額                    円 
 

      ただし、助成事業の内容が変更された場合における助成事業に要する経費、助成事
業対象経費及び助成金額については別に通知するところによるものとする。 

 

３． 助成事業対象経費の配分は、交付申請書のとおりとする。 

 

４． 助成金額の確定は助成事業対象経費の区分ごとに経費の配分額と実績額とのいずれ

か少ない額とする。 
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様式第３ 

平成  年  月  日 

 

社団法人 日本皮革産業連合会 

   会 長      氏  名    殿 
 

                 申請者  住   所 

                        代表企業名 
代表者氏名                        印 

 

 

平成  年度新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業） 

  計画変更承認申請書 

 

 平成  年  月  日付け第  号をもって交付決定通知を受けた上記助成事業の

（内容、経費の配分）を下記のとおり変更したいので、新製品・新技術開発助成事業実施

要領第８条の規定に基づき計画変更の承認を申請します。 
 

記 

 

１． 計画変更の内容と理由（詳細に記入すること） 

 

２． 計画変更後の経費区分及び算出基礎 

助成事業に要する 
経費 

助成事業対象経費 助成金額 
 

経費区分 

 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 

 

備考 

謝 金        

旅 費        

研究開発 

事 業 費 
       

事業費        

委託費        

合 計        

     （注）備考欄に算出基礎を記入すること。 
 

３． 計画変更が事業に及ぼす影響 

 

     （注）中止又は廃止の場合には、中止又は廃止後の措置を含めて、この様式に

準じて申請すること。 
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様式第４ 

平成  年  月  日 

 

社団法人 日本皮革産業連合会 

   会 長      氏  名    殿 
 

 

                 申請者  住   所 

                        代表企業名 
代表者氏名                        印 

 

 

 

平成  年度新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業） 

  事故報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け 第   号をもって交付決定通知を受けた上記助成事業

に係る事故について、新製品・新技術開発助成事業実施要領第１０条の規定に基づき下記

のとおり報告します。 

 

記 

 

  １． 事故の内容及び原因 

  ２． 助成事業の現在の進捗状況 

  ３． 助成事業を引き続いて実施した場合の見通し 

  ４． 事故の防止のためとった措置 

  ５． 事故に係る金額 

 

 

         （注）事故の理由を立証する書類を添付すること。 
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様式第５ 

平成  年  月  日 

 

社団法人日本皮革産業連合会 

 会 長  氏  名   殿 
 

                 申請者  住   所 

                      代表企業名 

代表者氏名                        印 
 

 

平成  年度新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業） 

  実績報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け第  号をもって交付決定通知を受けた上記助成事業を完

了したので、新製品・新技術開発助成事業実施要領第１２条の規定に基づき下記のとおり

その実績を報告します。 

  

 

記 

 

 

 １． 実施した助成事業の名称及び内容 

 ２． 助成事業日程 

  ３． 助成事業の効果（具体的かつ詳細に記載のこと） 
 ４． 助成事業の収支決算 
 

    (1) 収 入 

費目 金  額 

自己資金等 円

助成金 円

 

 

    (2) 支 出 
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(ｲ) 総括表 

助成事業に要した

経費 
助成事業対象経費 助成金充当額 

 

 

経費区分 

計画額 
 

実績額

 

計画額

 

流用額

 

流用後

計画額

実績額 
 

交 付 

決定額 

実績額

 

謝 金 
円 
 

円     円     円     円     円 
 

    円 
 

    円

旅 費    

研究開発 

事 業 費    

事業費    

委託費    

合計         

 

 

(ﾛ) 経費区分別の決算内訳書 

経費区分 実 績 内 容 

謝 金 
 

旅 費 
 

研究開発 

事 業 費 

 

事業費 
 

委託費 
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様式第６ 

平成  年  月  日 

 
社団法人 日本皮革産業連合会 

 会 長       氏   名    殿 
 

 

 

                 申請者  住   所 

                        代表企業名 
代表者氏名                        印 

 

 

 

平成  年度新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業） 

  助成金精算払（概算払）請求書 

 

 

 平成  年  月  日付け 第   号をもって交付決定通知を受けた上記助成金の 

精算払（概算払）金額を下記のとおり請求します。 

 

 

記 

 

 

         金          円也 
   取引銀行名                  口座番号 
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様式第７ 

                                                          平成  年    月    日 
 
 社団法人 日本皮革産業連合会 
 会 長  氏  名  殿 
 

                 申請者  住   所 

                       代表企業名 
代表者氏名                        印 

 

              平成  年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書 
 

 新製品・新技術開発助成事業実施要領第１５条第１項の規定に基づき、下記のとおり報

告します。 

 

記 

 

１．助成金額（実施要領第１３条第１項による額の確定額）                  円 
 

２．助成金額の確定時における消費税及び地方消費税に 

 係る仕入控除税額                                 円 
 

３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う助成金に 

 係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額                         円 
 

４．助成金返還相当額（３．－２．）                                        円 
 

  （注）別紙として積算の内訳を添付すること。 
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様式第８ 

 

取 得 財 産 管 理 台 帳 

取得財産明細表（平成  年度） 

 

 

区 分 

財産名 

規 格 

 

数 量 
 

単 価

 

金 額

 

取 得

年月日

保管場所 
 

備 考 
 

        

 

 

（注） １ この表は、取得財産管理台帳、取得財産明細表両表とし、いずれかを表示の

こと。 

       ２ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が新製品・新技術開
発事業実施要領第１８条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。 

        ３ 財産名の区分は、（ｲ）器具備品、（ﾛ）機械装置、（ﾊ）書籍、資料 
（ﾆ）産業財産権（工場所有権等）とする。 

        ４ 数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。 
          単価が単なる場合は分割して記載すること。 
        ５ 取得年月日は、検収年月日を記載すること。 
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様式第９ 

 

平成  年  月  日 

社団法人 日本皮革産業連合会 

会 長  氏  名  殿 

 

申請者 住   所              

 代表企業名              

 代表者氏名            印 

 

 

新製品・新技術開発助成事業（皮革・皮革製品ものづくり支援事業）に係る 

産業財産権等取得届出書 

 

 

平成  年  月  日付け日皮連発第   号で交付決定のあった上記の助成事業に

関し、下記のとおり産業財産権等の取得（譲渡、実施権の設定）を行ったので、新製品・

新技術開発助成事業実施要領第１９条の規定に基づき届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 種類（番号及び産業財産権等の種類） 

 

２ 内容 

 

３ 相手先及び条件（譲渡、実施権の設定の場合） 


